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内部統制システム構築の基本方針の一部改定のお知らせ 

 

 

当社は、この度、平成２５年３月２５日開催の取締役会において、内部統制システム構築の基本方

針を一部改定することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ 内部統制システムについて 

１．基本的な考え方 

当社は、親会社の南海電気鉄道株式会社を頂点とする「南海グループ」の一員として、全国的

に信頼される「南海ブランド」の確立と、建設事業を通じて、自然環境と調和した豊かな社会づ

くりに貢献するという経営ビジョンの下、新たに平成２４年度を初年度とする「３カ年経営計画」

を策定いたしました。この「３カ年経営計画」は、従来の平成２１年度を初年度とする「３カ年

経営計画」の基本方針である「目標受注工事高の確保」、「各年度必達目標利益の達成」および「復

配の実現」を踏襲し、さらなる企業価値の向上を図るべく取り組みを進めております。 

この企業価値の向上には、コンプライアンス経営の徹底、リスク管理体制の整備、確実に利益

を確保しうるための効率的な経営体制の確立など、透明性の高い経営、公正かつ合理的な意思決

定、さらにはこれらの監督機能の強化が必要であると考えております。 

このような考えの下、当社では、以下に示す体制を整備しております。 

 

２．整備状況 

(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

 

当社およびグループ会社の真に豊かで活力ある企業行動のあり方を確立するため、「企業倫理

規範」を制定しております。さらには、全役職員がコンプライアンス経営の浸透に努力、協力で

きる体制を構築するために「コンプライアンスマニュアル」を制定、適宜改訂し、研修等を通じ

て周知徹底を図っております。特に、独占禁止法遵守に関しましては、過去の反省をふまえ、全

役職員を対象に独占禁止法に関する研修を実施し法令遵守の啓蒙を行うとともに、社長自らが法

令遵守宣言を行い、全役職員の先頭に立ち、独占禁止法遵守意識の浸透を図るべく「独占禁止法

遵守マニュアル」を策定いたしました。さらに課長職以上の全役職者に対して独占禁止法遵守に



関する誓約書の提出を義務付けております。これら企業倫理の啓蒙・遵守のための方策の策定お

よび企業倫理に反する事態が発生した場合の事実解明を目的として、「企業倫理委員会」を設置し

ております。 

また、監査役会および監査役の機能強化の一環として、執行部門から独立した組織である「監

査役室」を設置しております。このほか法的・倫理的問題を早期に発見し、是正するため、監査

役室を窓口として役職員からの通報・相談を受け付ける「企業倫理通報制度」を設置し、その運

用を行っております。さらに親会社の南海電気鉄道株式会社が設置している「企業倫理ホットラ

イン制度」にも参加しております。 

 

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

 

取締役会、常務会等の重要な会議の議事録については、「取締役会規則」、「常務会規程」等に

従い、また、稟議書その他取締役の職務の執行に係る文書は、「稟議規程」、「文書規程」等に従い、

適切に保存・管理を行っております。 

 

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 

与信管理は、「審査基準」に従い、市場リスク管理は、「市場リスク管理規程」に従い、管理し

ております。また、情報セキュリティリスク管理は、「情報セキュリティ基本方針」にもとづき、

総務部が統括的に管理し、対応を行っております。 

安全、環境および品質は、法令、ＩＳＯ９００１および１４００１のマニュアル等に従い、担

当部門、工事部門等が各種リスクに対応しております。 

大規模自然災害等の発生に対しては、国土交通省が運用している「災害時建設業事業継続力認

定制度」の認定を受けた事業継続計画（ＢＣＰ）にもとづき、災害時に備えたリスク管理体制の

構築に取り組んでおります。 

 

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 

組織的かつ効率的な業務執行を行うために、「職制規程」および「職務権限規程」により、責

任、権限、義務等が明確に定められており、経営に関する重要な事項については、「取締役会規則」

および「常務会規程」に従い、取締役会および常務会において十分な審議のうえ、慎重に決定し

ております。 

また、取締役会の監督機能の強化および迅速な業務執行の確保と事業責任の明確化を目的とし

て、執行役員制度を導入するとともに、経営目標の達成のため、年度計画（アクションプラン）

を設定、実行し、適宜検証しております。 

このほか、経営の効率性向上の観点から、業務運営の状況を的確に把握し、その改善を促進し

ていくために、内部監査部門による内部監査を計画的に実施する体制を整えております。 

 

(5) 財務報告の適正性を確保するための体制 

 

金融商品取引法および金融庁が定める評価・監査の基準ならびに実施基準に沿った適正な会計

処理を確保し、財務報告の信頼性を向上させるために、組織として監査部に内部統制課を設置し、

財務報告に係る内部統制の整備および運用の体制を構築しています。内部統制課は、その仕組み

が適正に機能することを継続的に評価し、不備等があれば必要な是正を行うよう指示するととも

に、その内容を社長に適宜報告します。 

 

 

 



(6) 企業集団における業務の適正を確保するための体制 

 

「関係会社管理規程」に従って、グループ会社の総合管理および指導を行うとともに、グルー

プ内で統一した経営理念と基本戦略にもとづき、相互に緊密な連携のもとに経営を円滑に遂行し、

グループ会社の業績の向上、事業の繁栄を目指しております。 

また、「監査規程」に従い、グループ会社の経営の自主性を尊重しつつ、会計業務、経営等に

関する事項について適宜意見を提示するほか、内部監査部門による定期的な監査を実施する体制

を整えております。 

 

(7) 監査役の職務を補助すべき使用人 

 

監査役会および監査役監査に関する事務を分掌する専任の組織として、監査役室を設置してお

ります。監査役室の所属員は監査役の指揮命令に服すとともに、その異動および評価については

監査役の同意を得ることとしております。 

 

(8) 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 

監査役は、取締役会および常務会に出席し、当社およびグループ経営上重要な業務の執行状況、

営業成績、財産の状況等の報告を聴取するほか、決裁後の稟議書、内部監査報告書等重要な文書

の回付を受ける体制を整えております。また、必要に応じ、取締役および使用人との間で、個別

の経営課題に関する意見交換を行うことができる体制を整えております。 

 

 

 

Ⅱ 反社会的勢力排除について 

１．基本的な考え方 

当社は、「企業倫理規範」を定め、反社会的勢力との関係遮断を内外に表明しております。 

企業倫理規範（抜粋） 

４ 企業や市民社会の秩序に脅威を与える反社会的勢力や団体とは断固として対決する。 

また、反社会的勢力を市民社会から排除していくことは、企業の社会的責任の観点から必要か

つ重要であることを踏まえ、コンプライアンス経営を推進しております。 

 

２．整備状況 

当社およびグループ会社の企業倫理確立のため、「企業倫理規範」を制定し、さらに「コンプ

ライアンスマニュアル」を通じて全役職員にこの精神の定着を図っております。また、警察当局

から講師を招き、全役職員対象に教育・啓蒙活動を行うなど、反社会的勢力排除に向け、総務部

を中心に関係部門が協力して取り組んでおります。 

上記のほか、具体的な社内体制の整備状況、実施施策は、次のとおりであります。 

 

(1) 社長は、「企業倫理規範」の精神を内外に表明し、その精神をグループ全体あるいは役職員一

人ひとりに定着させるため、機会があるごとに訓示等を行っております。 

 

(2) 反社会的勢力による不当要求が発生した場合、総務部に即時、通報・相談を行うこととし、こ

れを受けた総務部では、反社会的勢力からの要求に屈することなく、関係遮断の取り組みを助

言・指導・支援しております。また、必要に応じて、蓄積した情報を外部専門機関（警察や暴

力追放運動推進センター等）に提供し、助言を得るなど、緊密な連携関係を構築しております。 

 

 



(3) 反社会的勢力とは一切関係を持たないことを目的に、独自のデータベース、外部専門機関から

の情報の活用等により、相手方が反社会的勢力であるかどうかについて常に注意を払うととも

に、反社会的勢力とは知らずに何らかの関係を有してしまった場合には、相手方が反社会的勢

力であると判明した時点や反社会的勢力であるとの疑いが生じた時点で、速やかに関係を解消

する取り組みを行っております。 

 

(4) 反社会的勢力が取引先や株主となって、不当要求を行う場合の被害を防止するため、契約書や

取引約款等に「暴力団排除条項」を導入する取り組みを行っております。 

 

(5) 公益財団法人大阪府暴力追放推進センター、大阪府企業防衛連合協議会、公益社団法人警視庁

管内特殊暴力防止対策連合会等が行う地域活動や会合に参加し、暴力団等反社会的勢力排除に

取り組んでおります。 

 

(6) 万一、不当要求による被害が生じた場合には、不当要求に屈しない姿勢を社内外に鮮明にし、

被害の拡大を防止する意味からも、躊躇することなく積極的に、警察に対し被害届を提出する

こととしております。 

 

 

制定：平成１８年５月１１日 

改定：平成１９年３月２９日 

改定：平成２０年３月２７日 

改定：平成２１年３月２７日 

改定：平成２２年３月２６日 

改定：平成２５年３月２５日 

（下線部分は改定箇所） 


